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各派内示・記者会見資料 （平成25年５月27日）

平成 2 5 年 ６月秋田市議会定例会提出予定案件

件 名 説 明

「 条 例 案 」 ９件

１ 秋田市議員報酬、報酬等の額およ ○改正理由

びその支給方法に関する条例の一 地方独立行政法人市立秋田総合病院評価

部を改正する件 委員会委員の報酬の額を定めるため、改正

しようとするもの

○改正要旨

地方独立行政法人市立秋田総合病院評価

委員会委員の報酬を日額10,000円とする。

○施行期日 公布の日から

２ 秋田市職員給与条例の一部を改正 ○改正理由

する件 新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当

の支給について定めるため、改正しようと

するもの

○改正要旨

１ 災害派遣手当の範囲に新型インフルエ

ンザ等緊急事態派遣手当を加える。

２ 新型インフルエンザ等対策特別措置法

（平成24年法律第31号）の規定に基づき

本市に派遣された職員に、災害派遣手当

として、新型インフルエンザ等緊急事態

派遣手当を支給することとする。

○施行期日 公布の日から

３ 秋田市短期大学運営等基金条例を ○廃止理由

廃止する件 短期大学運営等基金を廃止するため、こ

の条例を廃止しようとするもの

○施行期日 平成25年７月１日から

４ 秋田市公立大学法人支援基金条例 ○設定理由

を設定する件 公立大学法人秋田公立美術大学（以下「公

立大学法人」という。）の健全な運営等を

支援することを目的とする公立大学法人支

援基金（以下「基金」という。）を設置す

るため、この条例を設定しようとするもの
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○要旨

１ 基金は、公立大学法人の健全な運営等

を支援するため、設置することとする。

２ 基金として積み立てる額は、一般会計

歳入歳出予算で定める額とすることとす

る。

３ 基金に属する現金は、金融機関への預

金その他最も確実かつ有利な方法により

保管しなければならないこととする。

４ 基金の運用から生ずる収益は、一般会

計歳入歳出予算に計上し、公立大学法人

の管理運営ならびに施設および設備の整

備に係る支援に要する経費に充てるもの

とする。

５ 市長は、財政上必要があると認めると

きは、基金に属する現金を歳計現金に繰

り替えて運用することができることとす

る。

６ 基金は、公立大学法人の管理運営なら

びに施設および設備の整備に係る支援に

必要な財源に充てる場合に限り、処分す

ることができることとする。

７ この条例に定めるもののほか必要な事

項は、市長が別に定めることとする。

○施行期日 平成25年７月１日から

５ 秋田市市税条例の一部を改正する ○改正理由

件 地方税法の一部改正（平成25年法律第３

･地方税法の一部を改正する法律(平成25年法律第３号):平成25 号）等に伴い、住宅借入金等特別税額控除

年３月30日公布､一部を除き平成25年４月１日施行 の適用期限の延長等を行うとともに、規定

を整備するため、改正しようとするもの

○改正要旨

１ 申請に対する拒否処分および不利益処

分については、理由を提示しなければな

らないこととする。

２ 当分の間適用する延滞金の割合を引き

下げる。

３ 住宅借入金等特別税額控除の適用期限

を延長する。

４ 特定の備蓄倉庫に係る固定資産税の課

税標準の特例を定める。

５ 東日本大震災に係る被災居住用財産の
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敷地に係る譲渡期限の延長の特例につい

て、当該被災した家屋に居住していた相

続人に対しても適用することができるこ

ととする。

６ その他規定を整備する。

○施行期日 公布の日から。ただし、一部

の規定は平成26年１月１日および平成27年

１月１日から。条例の施行に関し必要な経

過措置を規定する。

６ 秋田市国民健康保険税条例の一部 ○改正理由

を改正する件 地方税法の一部改正（平成25年法律第３

･地方税法の一部を改正する法律(平成25年法律第３号):平成25 号）等に伴い、東日本大震災に係る被災居

年３月30日公布､一部を除き平成25年４月１日施行 住用財産の敷地に係る譲渡期限の延長の特

例等について改めるため、改正しようとす

るもの

○改正要旨

１ 申請に対する拒否処分および不利益処

分については、理由を提示しなければな

らないこととする。

２ 東日本大震災に係る被災居住用財産の

敷地に係る譲渡期限の延長の特例につい

て、当該被災した家屋に居住していた相

続人に対しても適用することができるこ

ととする。

○施行期日 公布の日から。ただし、一部

の規定は平成26年１月１日から。条例の施

行に関し必要な経過措置を規定する。

７ 地方独立行政法人市立秋田総合病 ○設定理由

院評価委員会条例を設定する件 地方独立行政法人市立秋田総合病院評価

委員会（以下「委員会」という。）の組織

等に関し必要な事項を定めるため、この条

例を設定しようとするもの

○要旨

１ 委員会は、委員５人以内をもって組織

する。

２ 特別の事項を調査審議させるため必要

があるときは、委員会に臨時委員若干人

を置くことができる。

３ 委員は、優れた識見を有する者のうち

から市長が任命する。
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４ 委員の任期は、２年とする。

５ 委員会に委員長および副委員長を置き、

委員の互選によりこれを定める。

６ 委員長は委員会を代表し、会務を総理

する。

７ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に

事故があるとき、又は委員長が欠けたと

きは、その職務を代理する。

８ 委員会は、委員長が招集し、その議長

となる。

９ 委員会は、委員および臨時委員の過半

数の出席がなければ会議を開くことがで

きないこととする。

10 委員会の議事は、出席した委員および

臨時委員の過半数をもって決し、可否同

数のときは議長の決するところによる。

11 委員会は、議事に係る関係者等に出席

を求め、その意見等を聞くことができる。

12 この条例に定めるもののほか、委員会

の運営に関し必要な事項は、委員長が委

員会に諮って定める。

13 その他必要な規定を定めることとす

る。

○施行期日 公布の日から。条例の施行後

最初に開催される委員会の招集は、市長が

行うこととする旨を規定する。

８ 秋田市子ども福祉医療基金条例を ○設定理由

設定する件 子どもを対象とした福祉医療費の給付に

要する資金に充てることを目的とする子ど

も福祉医療基金（以下「基金」という。）

を設置するため、この条例を設定しようと

するもの

○要旨

１ 基金は、子どもを対象とした福祉医療

費の給付に要する資金に充てるため、設

置することとする。

２ 基金として積み立てる額は、一般会計

歳入歳出予算で定める額とすることとす

る。

３ 基金に属する現金は、金融機関への預

金その他最も確実かつ有利な方法により
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保管しなければならないこととする。

４ 基金の運用から生ずる収益は、一般会

計歳入歳出予算に計上し、基金に編入す

るものとする。

５ 市長は、財政上必要があると認めると

きは、基金に属する現金を歳計現金に繰

り替えて運用することができることとす

る。

６ 基金は、子どもを対象とした福祉医療

費の給付に要する資金に充てる場合に限

り、処分することができることとする。

７ この条例に定めるもののほか必要な事

項は、市長が別に定めることとする。

○施行期日 平成25年７月１日から

９ 秋田市商工業振興条例の一部を改 ○改正理由

正する件 奨励措置の適用対象者の拡大を図るとと

もに、建物賃借助成金を新設するため、改

正しようとするもの

○改正要旨

１ 新たに一定の条件を満たす情報通信関

連事業所等の建物の賃借による新設等に

ついて、奨励措置の対象とする。

２ 助成金として建物賃借助成金を新設す

る。

○施行期日 平成25年７月１日から。条例

の施行に関し必要な経過措置を規定する。

「 単 行 案 」 ７件

10 市道路線を廃止する件 ○同一規格の路線を整理するため、市道路

線を廃止しようとするもの

・廃止路線 ４路線 481.40ｍ

※提出根拠法：道路法第10条第３項

11 市道路線を認定する件 ○宅地造成に伴い新設された道路等を一般

交通の用に供するため、市道路線に認定し

ようとするもの

・認定路線 ７路線 延長910.50ｍ

・認定後の市道路線延長 約2,002.8km

※提出根拠法：道路法第８条第２項
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12 化学消防ポンプ自動車を買い入れ ○化学消防ポンプ自動車を買い入れようと

る件 するもの

・納品場所 秋田市消防本部

・契約金額 53,655,000円

・契 約 先 猿田興業株式会社

・納 期 平成26年２月25日

・主要諸元

条 件 化学消防ポンプ自動車Ⅱ型

全 長 7,300mm以下

全 幅 2,500mm以下

乗車定員 ６名

艤装関係 ＣＡＦＳ(消火泡圧縮吐出装

置搭載)

積載水量 2,000リットル以下

泡 原 液 500リットル以下

※提出根拠法：地方自治法第96条第１項

13 消防ポンプ自動車を買い入れる件 ○消防ポンプ自動車を買い入れようとする

もの

・納品場所 秋田市消防本部

・契約金額 31,237,500円

・契 約 先 猿田興業株式会社

・納 期 平成26年１月28日

・主要諸元

条 件 消防ポンプ自動車ＣＤ－Ⅰ

型

全 長 5,900mm以下

全 幅 2,000mm以下

乗車定員 ５名

艤装関係 ＣＡＦＳ(消火泡圧縮吐出装

置搭載)、ホースカー（昇降装

置付き）

積載水量 600リットル以下

※提出根拠法：地方自治法第96条第１項

14 秋田市公設地方卸売市場会計への ○公設地方卸売市場会計に対する一般会計

繰入額を変更する件 からの繰入額（平成25年度）を変更しよう

とするもの

・変更前 11,908千円以内

・変更後 23,131千円以内

・増減額 11,223千円増

※提出根拠法：地方財政法第６条
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15 秋田市大森山動物園会計への繰入 ○大森山動物園会計に対する一般会計から

額を変更する件 の繰入額（平成25年度）を変更しようとす

るもの

・変更前 371,785千円以内

・変更後 375,775千円以内

・増減額 3,990千円増

※提出根拠法：地方財政法第６条

16 秋田県後期高齢者医療広域連合規 ○平成24年議案第121号秋田県後期高齢者医

約の一部を変更する規約の一部変 療広域連合規約の一部変更についての協議

更に関する件 に関する件について、その議決に係る一部

を変更するため、議会の議決を求めようと

するもの

※提出根拠法：地方自治法第291条の11

「 予 算 案 」 ３件

17 平成25年度秋田市一般会計補正予 ○資料別紙

算（第１号）の件

18 平成25年度秋田市公設地方卸売市

場会計補正予算（第１号）の件

19 平成25年度秋田市大森山動物園会

計補正予算（第１号）の件

「 追加提案 」

「 人 事 案 」 １件

20 人権擁護委員の候補者の推薦につ ○人権擁護委員佐々木治右エ門氏の任期満

いて意見を求める件 了（平成25年９月30日付）に伴い、その後

任候補者の推薦について意見を求めるもの

・任期３年

※提出根拠法：人権擁護委員法第６条第３項


